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 入札に参加しようとする者の間に資本
関係又は人的関係がないこと（入札説明
書参照）
 警察当局から、暴力団員が実質的に経
営を支配する者又はこれに準ずるものと
して、国土交通省が行う公共事業等から
の排除要請があり、当該状態が継続して
いる者でないこと。

２）設計共同体
単体企業に掲げる条件を満たしている者
により構成される設計共同体であって、「競
争参加者の資格に関する公示」（令和元年８
月23日付け関東地方整備局副局長）に示す
ところにより、関東地方整備局副局長から
東京湾浅場造成の品質確認・環境改善効果
検証業務に係る設計共同体としての競争参
加者の資格の決定を受けているものである
こと。

 入札参加者を選定するための基準 選定段
階における評価基準により指名するものと
し、詳細については入札説明書による。

３ 一般競争（指名競争）参加資格の申請の時期
及び場所
上記２に掲げる一般競争（指名競争）参加資
格の決定に係る申請は、「競争参加者の資格に関
する公示」（平成30年10月１日付国土交通省東北
地方整備局副局長他７者公示）別記に掲げる当
該者の本店所在地（日本国内に本店がない場合
においては、日本国内の主たる営業所の所在地。
以下同じ）の区分に応じ、同別記に定める提出
場所において、随時受け付ける。
４ 総合評価に関する事項
 落札者の決定方法 指名された入札参加者
は、「価格」及び「予定管理技術者の経験及び
能力」、「実施方針等」、「評価テーマに対する技
術提案」をもって入札をし、次の各要件に該
当するもののうち下記総合評価の評価方法
によって得られた数値（以下、「評価値」とい
う。）の最も高い者を落札者とする。
 入札価格が予決令第79条の規定に基づい
て作成された予定価格の制限の範囲内であ
ること。なお、予定価格は設計図書に基づ
き算出するものとする。
ただし、国の支払の原因となる契約のう
ち予定価格が1000万円を超える請負契約
について落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がなされないおそれがあると
認められるとき、又はその者と契約を締結
することが公正な取引の秩序を乱すことと

なるおそれがあって著しく不適当であると
認められるときは、予定価格の制限の範囲
内の価格をもって入札した他の者のうち評
価値が最も良い者を落札者とすることがあ
る。

５ 入札手続等
 担当部局 〒2318436 横浜市中区北仲通
５57横浜第２合同庁舎15階 関東地方整備
局総務部経理調達課契約管理係 仲里 清
 入札説明書の交付期間、場所及び方法
交付期間：令和元年８月23日から令和元年11
月13日まで

 技術評価点の算出方法 技術提案書等
（参加表明書等）の内容に応じ、下記Ⅰ、
Ⅱ、Ⅲ、Ⅳの評価項目毎に評価を行い、技
術評価点を与える。（ただし、Ⅳの評価項目
は、「履行確実性」の技術評価を行う場合に
限る。１参照）
なお、技術評価点の配分点は60点とする。
Ⅰ．予定管理技術者の経験及び能力
Ⅱ．実施方針等
Ⅲ．評価テーマに対する技術提案
Ⅳ．技術提案等の履行確実性
技術評価点の算出方法は、以下のとおり
とする。
技術評価点＝（技術評価点の配分点）×
（技術評価の得点合計／技術評価の配点合
計）
技術評価の得点合計＝（Ⅰに係る評価点）
＋（技術提案評価点）×（Ⅳの評価に基づ
く履行確実性度）
技術提案評価点＝（Ⅱに係る評価点）＋
（Ⅲに係る評価点）

入手場所：入札説明書等を入札情報サービス
より配付する。
（入札情報サービスＵＲＬ
http://www.pas.ysk.nilim.go.jp/）
これによりがたい場合は、上記に掲げる
担当部局にて配付する。
 参加表明書の受領期限並びに提出場所、方
法
受領期限：令和元年９月２日12時00分
提出場所：紙入札方式による場合は上記に
同じ。
提出方法：電子入札システムにより提出する
こと。ただし、紙入札方式による場合は、
上記の担当部局に持参又は郵送等（書留
郵便等の配達の記録が残るものに限る。（以
下、「郵送等」という）。）すること。なお、
提出書類は表紙を１頁とした通し番号を付
するとともに全頁数表示すること（頁の
例：１／〇〇～〇〇／〇〇）。

 技術提案書の受領期限並びに提出場所、方
法
受領期限：令和元年10月24日12時00分
提出場所：紙入札方式による場合は上記に
同じ。
提出方法：電子入札システムにより提出する
こと。ただし、紙入札方式による場合は、
上記の担当部局に持参又は郵送等するこ
と。
なお、提出書類は表紙を１頁とした通し番
号を付するとともに全頁数表示すること（頁
の例：１／〇〇～〇〇／〇〇）。
 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法
提出方法：電子入札システムにより提出する
こと。ただし、紙入札方式による場合は、
上記の担当部局に持参又は郵送等するこ
と。
入札日時：電子入札システム並びに持参及び
郵送等による場合の締め切りは、令和元年
11月13日14時00分まで
開札日時：令和元年11月14日９時40分
場所：関東地方整備局入札室

６ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除
 契約保証金 免除

 入札の無効 本公示に示した必要な要件を
満たさない者のした入札、参加表明書及び技
術提案書に虚偽の記載をした者のした入札及
び入札に関する条件に違反した入札は無効と
する。
 手続きにおける交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 本案件は提出資料、入札を電子入札システ
ムで行うものであり、対応についての詳細に
ついては、入札説明書による。
 ２１）に掲げる一般競争（指名競争）
参加資格の決定を受けていない単体企業又は
２２）に掲げる設計共同体としての資格の
決定を受けていない者（一般競争（指名競争）
参加資格の決定を受けていない単体企業を構
成員とする場合を含む。）も、５により参加
表明書を提出することができるが、その者が
指名を受けるためには、指名通知の時におい
て、当該資格の決定を受けていなければなら
ない。
 技術提案等（履行確実性の審査に必要な部
分に限る。）のヒアリングを実施するととも
に、ヒアリングに際して追加資料の提出を求
めることがある（入札説明書参照）。
 詳細は入札説明書による。
７ Summary
 Official in charge of disbursement of the
procuring entity : Masahiro Kato Vice Di‑
rector of Kanto Regional Development Bu‑
reau, Ministry of Land, Infrastructure,
Transport and Tourism.
 Classification of the services to be pro‑
cured : 42
 Subject matter of the contract : Confir‑
mation of quality of development work for
a shoal in Tokyo bay and verification of
effect of environmental improvement, 1 set
 Time limit to express interests by elec‑
tronic bidding system : 12 : 00 2 September
2019
 Time limit for the submission of tenders
by electronic bidding system : 14 : 00 13
November 2019
 Contact point for tender documentation :
Kiyoshi Nakazato, Accounting and Pro‑
curement Division, General Affairs Depart‑
ment, Kanto Regional Development Bu‑
reau, Ministry of Land, Infrastructure,
Transport and Tourism ; 557 Kitana‑
kadori, Naka‑ku, Yokohama‑city, Kana‑
gawa‑pref 2318436 Japan TEL 045
2117413

 落札者となるべき者の入札価格が予決令
第85条に基づく調査基準価格を下回る場合
は、予決令第86条の調査及び業務完了後の
業務コスト調査を行うものとする。
 上記において、評価値の最も高い者が２
人以上あるときは、該当者にくじを引かせ
て落札者を決める。

 総合評価の評価方法
 評価値の算出方法 評価値の算出方法
は、以下のとおりとする。
評価値＝価格評価点＋技術評価点

 価格評価点の算出方法 価格評価点の算
出方法は、以下のとおりとする。
価格評価点＝（価格評価点の配分点）×
（１－入札価格／予定価格）
価格評価点の配分点は20点とする。
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